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大学共同利用機関等に係る関係法令等について 

 

○大学共同利用機関について 

国立大学法人法（抄） 

（平成十五年七月十六日 法律第百十二号） 

（目的） 

第一条  この法律は、大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに、我が国の高等

教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るため、国立大学を設置して教育研究を

行う国立大学法人の組織及び運営並びに大学共同利用機関を設置して大学の共同利用に供

する大学共同利用機関法人の組織及び運営について定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第二条  この法律において「国立大学法人」とは、国立大学を設置することを目的として、この法 

律の定めるところにより設立される法人をいう。 

２  この法律において「国立大学」とは、別表第一の第二欄に掲げる大学をいう。 

３  この法律において「大学共同利用機関法人」とは、大学共同利用機関を設置することを目 

的として、この法律の定めるところにより設立される法人をいう。 

４  この法律において「大学共同利用機関」とは、別表第二の第二欄に掲げる研究分野につ 

いて、大学における学術研究の発展等に資するために設置される大学の共同利用の研究所を 

いう。 

５  この法律において「中期目標」とは、国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下「国 

立大学法人等」という。）が達成すべき業務運営に関する目標であって、第三十条第一項の 

規定により文部科学大臣が定めるものをいう。    

６  この法律において「中期計画」とは、中期目標を達成するための計画であって、第三十一 

条第一項の規定により国立大学法人等が作成するものをいう。   

７  この法律において「年度計画」とは、準用通則法（第三十五条において準用する独立行政法 

人通則法（平成十一年法律第百三号）をいう。以下同じ。） 第三十一条第一項の規定により中

期計画に基づき国立大学法人等が定める計画をいう。 

 

（大学共同利用機関法人の名称等） 

第五条  各大学共同利用機関法人の名称及びその主たる事務所の所在地は、それぞれ別表 

第二の第一欄及び第三欄に掲げるとおりとする。 

２  別表第二の第一欄に掲げる大学共同利用機関法人は、それぞれ同表の第二欄に掲げる研 

究分野について、文部科学省令で定めるところにより、大学共同利用機関を設置するものとす 

る。 

資料２－２ 
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 

大学共同利用機関改革に関する作業部会（第１回）R１.5.30 
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 別表第二（第二条、第五条、第二十四条、附則第三条関係） 

大学共同利用機

関法人の名称 

研究分野 主た る事務所の

所在地 

理事の員数 

大学共同利用機

関法人人間文化

研究機構 

人間の文化活動並びに人間と社会

及び自然との関係に関する研究 

東京都 四 

大学共同利用機

関法人自然科学

研究機構 

天文学、物質科学、エネルギー科

学、生命科学その他の自然科学に

関する研究 

東京都 五 

大学共同利用機

関法人高エネル

ギー加速器研究

機構 

高エネルギー加速器による素粒

子、原子核並びに物質の構造及び

機能に関する研究並びに高エネル

ギー加速器の性能の向上を図るた

めの研究 

茨城県 四 

 

大学共同利用機

関法人情報・シス

テム研究機構 

情報に関する科学の総合研究並び

に当該研究を活用した自然及び社

会における諸現象等の体系的な解

明に関する研究 

東京都 四 

  

 

国立大学法人法施行規則（抄） 

（平成十五年 文部科学省令 第五十七号） 

 

（大学共同利用機関法人の設置する大学共同利用機関） 

第一条 国立大学法人法（以下「法」という。）第五条第二項の規定により大学共同利用機関法 

人が設置する大学共同利用機関は、別表第一の上欄に掲げる大学共同利用機関法人の区分 

に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる大学共同利用機関とし、当該大学共同利用機関の目的 

は、同表の下欄に掲げるとおりとする。 
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別表第一（第一条関係） 

大学共同利用機関法人 大学共同利用機

関 

大学共同利用機関の目的 

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構 

国立歴史民俗博

物館 

我が国の歴史資料、考古資料及び民俗資料

の収集、保管及び公衆への供覧並びに歴史

学、考古学及び民俗学に関する調査研究 

国文学研究資料

館 

国文学に関する文献その他の資料の調査研

究、収集、整理及び保存 

国立国語研究所 国語及び国民の言語生活並びに外国人に対

する日本語教育に関する科学的な調査研究

並びにこれに基づく資料の作成及びその公

表 

国際日本文化研

究センター 

日本文化に関する国際的及び学際的な総合

研究並びに世界の日本研究者に対する研究

協力 

総合地球環境学

研究所 

地球環境学に関する総合研究 

国立民族学博物

館 

世界の諸民族に関する資料の収集、保管及

び公衆への供覧並びに民族学に関する調査

研究 

大学共同利用機関法人

自然科学研究機構 

国立天文台 天文学及びこれに関連する分野の研究、天

象観測並びに暦書編製、中央標準時の決定

及び現示並びに時計の検定に関する事務 

核融合科学研究

所 

核融合科学に関する総合研究 

基礎生物学研究

所 

基礎生物学に関する総合研究 

生理学研究所 生理学に関する総合研究 

分子科学研究所 分子の構造、機能等に関する実験的研究及

びこれに関連する理論的研究 
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大学共同利用機関法人

高エネルギー加速器研

究機構 

素粒子原子核研

究所 

高エネルギー加速器による素粒子及び原子

核に関する実験的研究並びにこれに関連す

る理論的研究 

物質構造科学研

究所 

高エネルギー加速器による物質の構造及び

機能に関する実験的研究並びにこれに関連

する理論的研究 

大学共同利用機関法人

情報・システム研究機

構 

国立極地研究所 極地に関する科学の総合研究及び極地観測 

国立情報学研究

所 

情報学に関する総合研究並びに学術情報の

流通のための先端的な基盤の開発及び整備 

統計数理研究所 統計に関する数理及びその応用の研究 

国立遺伝学研究

所 

遺伝学に関する総合研究 

 

 

○共同利用・共同研究拠点について 

 

学校教育法施行規則（抄） 

 

（平成二十年七月三十一日一部改正（平成二十年文部科学省令第二十二号） 

（平成二十一年八月二十日一部改正（平成二十一年文部科学省令第三十号） 

（平成三十年五月一日一部改正（平成三十年文部科学省令第十八号）） 

 

第百四十三条の三 大学には、学校教育法第九十六条の規定により大学に附置される研究施設 

として、大学の教員その他の者で当該研究施設の目的たる研究と同一の分野の研究に従事す 

る者に利用させるものを置くことができる。 

２  前項の研究施設のうち学術研究の発展に特に資するものは、共同利用・共同研究拠点とし 

て文部科学大臣の認定を受けることができる。 

３  第一項の研究施設のうち学術研究の発展に特に資するものであって国際的な研究活動の中

核としての機能を備えたものは、国際共同利用・共同研究拠点として文部科学大臣の認定を受

けることができる。 

４  第二項の認定と前項の認定は、重ねて受けることができない。 
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共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程 

 

（平成二十年七月三十一日 文部科学省告示第百三十三号） 

（一部改正（平成二十一年八月二十日文部科学省告示第百五十五号）） 

（一部改正（平成二十八年一月十三日文部科学省告示第一号）） 

（一部改正（平成三十年五月一日文部科学省告示第七十号）） 

 

（趣旨） 

第一条 学校教育法施行規則第百四十三条の三第二項の規定に基づく共同利用・共同研

究拠点及び同条第三項の規定に基づく国際共同利用・共同研究拠点の認定その他の共

同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点に関する事項については、こ

の規程の定めるところによる。 

 

（定義） 

第二条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。  

一 申請施設 共同利用・共同研究拠点又は国際共同利用・共同研究拠点の認定を受

けようとする研究施設をいう。 

二 関連研究者 研究施設を置く大学の職員以外の者で、当該研究施設の目的たる研

究と同一の分野の研究に従事する者をいう。 

三 共同利用・共同研究 大学に置かれた研究施設を利用して行われる研究であって、

募集により関連研究者が参加して行われるものをいう。 

四 連携施設 申請施設と連携して共同利用・共同研究を行うことにより、共同利用・

共同研究拠点又は国際共同利用・共同研究拠点の運営に必要な協力を行う研究施設

（国内に置かれたものに限り、大学に置かれたものを除く。） 

 

（認定の基準） 

第三条 共同利用・共同研究拠点又は国際共同利用・共同研究拠点の認定の基準は次の

とおりとする。  

一 申請施設が、大学の学則その他これに準ずるものに記載されていること。 

二 申請施設が、研究実績、研究水準、研究環境、研究者の在籍状況等に照らし、当

該申請施設の目的たる研究の分野における中核的な研究施設であると認められる

こと。 

三 共同利用・共同研究に必要な施設、設備、資料、データベース等を備えているこ

と。 
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四 共同利用・共同研究の実施に関する重要事項であって、申請施設の長が必要と認

めるものについて、当該申請施設の長の諮問に応じる機関として、次に掲げる委員

で組織する運営委員会等を置き、イの委員の数が運営委員会等の委員の総数の二分

の一以下であること。 

イ 当該申請施設を置く大学の職員 

ロ 関連研究者 

ハ その他当該申請施設の長が必要と認める者 

五 共同利用・共同研究の課題等を広く全国の関連研究者から募集し、関連研究者そ

の他の申請施設を置く大学の職員以外の者の委員の数が委員の総数の二分の一以

上である組織の議を経て採択を行っていること。 

六 共同利用・共同研究に参加する関連研究者に対し、申請施設の利用に関する技術

的支援、必要な情報の提供その他の支援を行うために必要な体制を整備しているこ

と。 

七 全国の関連研究者に対し、共同利用・共同研究への参加の方法、利用可能な施設、

設備、資料、データベース等の状況、申請施設における研究の成果その他の共同利

用・共同研究への参加に関する情報の提供を広く行っていること。 

八 共同利用・共同研究に多数の関連研究者が参加することが見込まれること。 

九 多数の関連研究者から申請施設を共同利用・共同研究拠点として認定するよう要

請があること。 

２ 国際共同利用・共同研究拠点の認定の基準は次のとおりとする。 

一 申請施設が、大学の学則その他これに準ずるものに記載されていること。 

二 申請施設が、研究実績、研究水準、研究環境、研究者の在籍状況等に照らし、当

該申請施設の目的たる研究の分野において、国際的に中核的な研究施設であると認

められること。 

三 共同利用・共同研究に必要な施設、設備、資料、データベース等を備えており、

これらが、国際的な水準に照らし、質の高いものと認められること。 

四 共同利用・共同研究の実施に関する重要事項であって、申請施設の長が必要と認

めるものについて、当該申請施設の長の諮問に応じる機関として、次に掲げる委員

で組織する運営委員会等を置き、イの委員の数が運営委員会等の委員の総数の二分

の一以下であること。 

 イ 当該申請施設を置く大学の職員 

ロ 関連研究者 

ハ その他当該申請施設の長が必要と認める者 

五 当該申請施設の目的たる研究の分野の国際的な動向を把握し、運営に反映するた

めに必要な体制を整備していること。 
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六 共同利用・共同研究の課題等を広く国内外の関連研究者から募集し、関連研究者

その他の申請施設を置く大学の職員以外の者の委員の数が委員の総数の二分の一以

上である組織の議を経て採択を行っていること。 

七 共同利用・共同研究に参加する国内外の関連研究者に対し、申請施設の利用に関

する技術的支援、必要な情報の提供その他の支援を行うために必要な体制を整備し

ていること。 

八 国内外の関連研究者に対し、共同利用・共同研究への参加の方法、利用可能な施

設、設備、資料、データベース等の状況、申請施設における研究の成果その他の共

同利用・共同研究への参加に関する情報の提供を広く行っていること。 

九 共同利用・共同研究に国内外から多数の関連研究者が参加することが見込まれる

こと。 

十 国内外の多数の関連研究者から申請施設を国際共同利用・共同研究拠点として認

定するよう要請があること。 

十一 将来の国際的な研究ネットワークの核となる若手研究者の育成に積極的に取

り組んでいること。 

３ 連携施設がある場合は、第一項各号又は前項各号に係る当該連携施設の状況を併せ

て考慮するものとする。 

 

（認定の申請） 

第四条 申請施設を置く大学の学長は、申請書に次に掲げる書類を添えて、文部科学大

臣に申請するものとする。  

一 共同利用・共同研究拠点又は国際共同利用・共同研究拠点の認定を受ける趣旨及

び必要性を説明する書類 

二 学則その他これに準ずるもので申請施設の設置を記載しているものの写し 

三 申請施設の名称、目的、所在地その他の概要を説明する書類 

四 申請施設の施設、設備及び資料等の状況を説明する書類 

五 運営委員会等の規則の写し及び名簿 

六 共同利用・共同研究の募集及び採択の方法を説明する書類 

七 共同利用・共同研究に参加する関連研究者への支援の体制を説明する書類 

八 関連研究者に対する情報提供の内容及び方法を説明する書類 

九 関連研究者からの申請施設を共同利用・共同研究拠点又は国際共同利用・共同研

究拠点として認定すべき旨の要請を証する書類 

十 その他前条に規定する基準に適合することを説明する書類 

２ 国際共同利用・共同研究拠点の認定を受けようとする申請施設を置く大学の学長は、

前項各号に規定するもののほか、前条第二項第五号及び第十一号に該当することを説
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明する書類を添えて、文部科学大臣に申請するものとする。 

 

（認定の手続） 

第五条 文部科学大臣は、前条の申請があった場合には、当該申請に係る認定をするか

どうかを決定し、当該申請をした大学の学長に対し、速やかにその結果を通知するも

のとする。  

２ 文部科学大臣は、前項の認定を行う場合において、その有効期間を定めるものとす

る。  

 

（変更及び廃止等の届出） 

第六条 共同利用・共同研究拠点又は国際共同利用・共同研究拠点の認定を受けた研究

施設を置く大学の学長（以下「学長」という。）は、次に掲げる場合（共同利用・共同

研究拠点又は国際共同利用・共同研究拠点の認定を受けた研究施設の連携施設に関す

る変更がある場合を含む。）には、あらかじめ、その旨を文部科学大臣に届け出るも

のとする。 

一 当該研究施設の名称、目的又は所在地を変更しようとするとき。 

二 運営委員会等の規則を変更しようとするとき。 

三 当該研究施設を廃止しようとするとき。 

四 当該研究施設を共同利用・共同研究の用に供することをやめようとするとき。 

 

（文部科学大臣への報告等） 

第七条 学長は、毎年度、当該年度における共同利用・共同研究の実施計画を定め、当

該年度の開始前に、文部科学大臣に提出するものとする。  

２ 学長は、毎年度終了後三月以内に、当該年度における共同利用・共同研究の実施状

況を取りまとめ、文部科学大臣に提出するものとする。  

 

（認定の取消し） 

第八条 文部科学大臣は、共同利用・共同研究拠点の認定を受けた研究施設を国際共同

利用・共同研究拠点として認定するときは共同利用・共同研究拠点の認定を、国際共

同利用・共同研究拠点の認定を受けた研究施設を共同利用・共同研究拠点として認定

するときは国際共同利用・共同研究拠点の認定を、それぞれ取り消すものとする。 

２ 文部科学大臣は、共同利用・共同研究拠点又は国際共同利用・共同研究拠点が第三

条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき又は第六条第三号若しくは第四

号の届出を受けたときは、認定を取り消すことができる。 
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（認定等の公表） 

第九条 文部科学大臣は、共同利用・共同研究拠点若しくは国際共同利用・共同研究拠

点の認定をし、若しくはこれらを取り消し、又は第六条第三号の届出を受けたときは、

インターネットの利用その他適切な方法により、その旨を公表するものとする。 


